有体物提供に関する覚書（案）
久留米大学（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）は、甲が乙に、甲が保有する研究試料を提供することについて、以下のとおり約定する。

第1条（研究試料の提供）

甲は本覚書締結後、乙に別表記載の○○○○○○（以下「本研究試料」という。）を
無償で提供する。ただし、輸送・梱包等に係る諸経費に関しては乙の負担とする。
第2条（秘密保持）

乙は、本研究試料及び本研究試料に由来する生物材料（細胞、細胞抽出物、それらに含まれるタンパク質、脂質、糖質、DNA、RNA、等を含む）並びに甲より提供を受けたその関連情報についての秘密を保持するとともに、甲の書面による事前承諾なく第三者に開示又は提供してはならない。ただし、以下の掲げる事項についてはこの限りではない。
　（１）開示もしくは提供時に既に公知である、本研究試料及び本研究試料に由来する生物材料並びにその関連情報。

　（２）客観的根拠により、開示もしくは提供時に、既に乙が保有していたと証明される、本研究試料及び本研究試料に由来する生物材料並びにその関連情報。

　（３）本契約締結後、乙の責めに帰すべき事情によらず公知となった情報。
　（４）甲が提供した本研究試料及び本研究試料に由来する生物材料並びにその関連情報に依存することなく、乙が独自に開発または取得した情報。

　（５）乙が正当な権利を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく、適法に入手した本研究試料及び本研究試料に由来する生物材料並びにその関連情報。
　（６）官公庁もしくは裁判所の要求または法令に基づき開示を要求された情報（ただし、この場合、乙は、甲に対して直ちに当該要求の内容を書面により通知し、かつ、十分な秘密保持の方策を講じるものとする。）
第3条（本研究の実施）
乙は、甲の書面による事前承諾なく、別表に記載の研究目的（以下「本研究」という。）に関する作業の一部又は全部を第三者に委託しないものとする。
第4条（目的外使用の禁止）

乙は、本研究試料及び本研究試料に由来する生物材料並びに甲より提供を受けたその関連情報を本研究以外の目的には使用せず、甲の書面による事前承諾なく、第三者との共同研究に使用しないものとする。
第5条（実施期間終了後の措置）

乙は、本研究を終了又は中止した場合、速やかに甲に書面で連絡し、本研究試料及び本研究試料に関連する生物材料を甲の指示に従い速やかに甲に返還又は廃棄する。また、甲より提供を受けた返還可能な関連情報を甲に返還するものとする。
第6条（研究成果の報告並びに取扱い）

乙は、本研究の内容、結果及び成果等について、以下の各項に従い取り扱うものとする。
（１）乙は、本研究を終了又は中止した場合、速やかに乙に本研究の内容、結果及び成果等を記載した研究報告書を送付する。
（２）乙が本研究の結果を第三者に開示又は論文等により発表する場合は、当該発表の内容、時期及び方法等につき、当該発表のための第三者への開示の60日以上前に、甲の書面による承認を得て行うものとする。当該発表の前に、甲乙協議の上、特許申請等の必要な措置をとるものとする。

（３） 本研究において本研究試料及び本研究資料に由来する生物材料に基づいて発明、考案、改良及びノウハウ等の成果（以下「本成果」という。）が得られた場合、直ちにその内容の詳細を甲に通知するものとする。
　　　ただし、甲は、乙から受けた本研究の結果及び本成果の内容を乙の書面による事前の承諾なしに第三者に開示してはならない。
（４）本成果に基づく特許を受ける権利等及び特許権等の知的財産権並びに本細胞由来の生物材料の帰属については、甲乙の共有とし、特許出願等の手続きを行う場合は、甲乙協議のうえ、別途共同出願契約書を取り交わすものとする。

（５）甲乙の共有となった特許を受ける権利等及び特許権等の知的財産権を、甲乙の一方が第三者に実施許諾、もしくはその持ち分を譲渡する場合は、予め、共有者である他方の書面による承諾を得なければならない。
（６）前号において、共有に係る当該知的財産権につき、一方が他方の承諾に基づき、第三者に実施許諾（独占的通常実施許諾または専用実施許諾権の設定）をする場合において、他方が行う自己の研究及び教育活動のために必要な範囲において、当該知的財産権の実施ができる措置を取らなければならない。
第７条（使用者の責任）

乙は、本研究試料及び本研究試料に由来する生物材料の使用により第三者に損害を与えた場合、乙の責任において当該損害を賠償するものとし、甲を当該損害より免責する。
第8条（計画の変更）

乙は、本研究（研究期間を含む）に変更が生じた場合、甲にその旨を書面にて速やかに連絡するものとする。
第9条（覚書の有効期間）

本覚書は、本覚書締結の日に発効し、本研究終了の日（　　年　　月　　日）まで有効とする。但し、第2条、第6条第2号及び第7条の規定は本覚書終了後もなお5年間、第5条及び第6条第1)項の規定は当該規定に定める義務の履行の終了日まで、第6条第3号及び第4号並びに第７条の規定は期限の定めなく、本覚書終了後もなお、各々有効に存続するものとする。
第10条（協議）

各条項の解釈に疑義が生じた場合には、甲及び乙は信義誠実の精神に則り協議を行うものとし、両者の合意に基づきこれを解決するものとする。

本覚書約定の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各１通を保有するものとする。

年　　月　　日

福岡県久留米市旭町67番地
甲：久留米大学
学長　　　　　薬師寺　道明　　　　印　　
　　　


乙：○○○○○○○○○

　　○○○○○○○○○

　　　○○○○○○○　　　　　　　　印
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